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憲法改悪を許さない全国署名
　行き詰って相次いで政権を投げ出した安倍・菅政権をひきついだ岸田文雄政権は、2021年の総選挙で
改憲発議に必要な３分の２の議席を手に入れました。岸田首相は中国や朝鮮を念頭に違憲の「敵基地攻
撃能力の保有」をとなえ、歴代政権がかろうじて維持してきた防衛費の対GDP比１％以内の原則をも放棄
して２％以上を主張するなど、米国をはじめ欧米諸国との軍事協力を強化し、「戦争する国」づくりを進め、
アジアの緊張を高めています。しかし、この道の障害になるのが憲法９条など、日本国憲法の理念です。
　改憲派は次の参議院選挙をにらみながら、９条に自衛隊を書き込むこと、緊急事態条項を創設すること
などを内容とする自民党改憲４項目案をベースにして、国会の憲法審査会での改憲案づくりを急ごうとして
います。
　私たちは国会が改憲の発議をすることを許さず、すべての戦争に反対し、憲法を生かし、平和と民主主
義、人権、環境、暮らし・医療・公衆衛生向上などを実現する政治を求めます。

１、自民党が提唱する憲法9条に自衛隊を書き込むことなどの改憲４項目に反対します。
２、憲法を生かし、平和と民主主義、人権、環境、暮らし・医療・公衆衛生などの
     向上を実現する政治を求めます。

請願事項

※この署名は国会請願以外の目的では使用しません。氏名・住所の記入欄に「同上」「〃」は不可、住所は番地まで記入をお願いします。

氏　　名 住　　所

呼びかけ団体 ９条改憲ＮＯ! 全国市民アクション
ホームページ：http://kaikenno.com　メールアドレス：info@kaikenno.com
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戦争する国づくりストップ！憲法を守り・いかす共同センター
（憲法共同センター）憲法共同センター

〒113-8462　東京都文京区湯島2-4-4　全労連会館4F
TEL：03-5842-5611  FAX：03-5842-5620  https://www.kyodo-center.jp/

憲法を守り・いかす共同センター
（憲法共同センター）
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連絡・送付先

この署名はコピーまたは切りとって活用し送付してください。送料はご負担ください。
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補正予算含む軍事費の推移

（2022年2月）

コロナ対策に全力を大軍拡
より

憲法いかして、いのちを

国民は改憲を望んでいない

コロナ禍でも増え続ける軍事予算

14、24条を
活かして

25条を
活かして

13、25条を
活かして

医療や介護が安心して受けられる

ジェンダー平等を
実現する

最低賃金1500円を実現

13、25条を
活かして

持続可能な社会を
気候変動対策の法律をつくろう

まもる政治に変えよう

　健康で文化的な生活を保障するのは国の責任です。まずは全国一律最
賃1500円を実現し、医療や介護、保育など社会保障の充実が必要です。

　だれもが個性を尊重され、多様性を認め合う社会を望んでいます。ま
ずは早急に選択的夫婦別姓制度の実現が必要です。

　地球温暖化防止は人類の生存の課題です。2050年までに地球の気
温上昇を1.5℃未満に抑えるため、石炭火力発電の廃止などでCO2の
排出をゼロにし、再生可能エネルギーへの転換が喫緊の課題です。

21年衆院選で最も重視する政策課題は？
　コロナ禍で困窮する
労働者・国民が増えて
います。国民が政治に
求めていることは、景
気対策やコロナ対策、
社会保障の充実です。
「憲法改正」は優先課
題になっていません。

　社会保障費が抑制
され、国民負担が増え
る一方で伸び続ける
軍事費。岸田政権のも
とで軍事費は6兆円を
突破しましたが、さら
にGDP比2％の大軍
拡が狙われています。
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軍事費と他の非社会保障関係費の対前年度増減額の累積
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※財務省資料から作成

+約3400億円
+約2000億円
+約1000億円

+約700億円

（2015年度をゼロとした増減）

21（年度）

（億円） 軍事費
「骨太」歳出改革目安
公共事業

文教・科学振興
その他（中小企業、エネルギー、
食料安定供給など）

NHK世論調査
2021年10月18日報道より




